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イギリスにおける品質コスト最小化に向けた取り組み
─1980年代初頭の圧力容器・配管製作の現場における

試験的研究に基づく考察─

小　杉　雅　俊

【論　文】

要約
本研究は、イギリスにおける1980年代初頭の公的機関による品質コストの試験的研究を俎上に
載せ、その報告書を分析・検討するものである。当該事例は、品質コストの理論的フレームワーク
として当時も支配的だったPAFアプローチの 4分類について、受注生産の性質が強い圧力容器・
配管の製造には適さないという理由から採用せず、「システムコスト」と「プロジェクト関連コスト」
という独自の分類を行っている。これらのコストには、PAFアプローチでの外部失敗コストが組
み込まれておらず、あくまで製造現場の品質保証活動の成果として品質コストを測定するという形
の運用をされていた。ここから、少なくとも1980年代初頭、同業界におけるイギリスの品質コス
トは、製造現場における局所的かつ短期的な適用を志向したものに過ぎないという考え方が支配的
だったことがわかる。製造現場における抜き打ち検査を主体とする品質保証活動を主としており、
高品質の達成のためには、検査の頻度や精度を高めるためのコストが必要だった。

キーワード
品質コスト、BS6143、予防コスト、評価コスト、内部失敗コスト、システムコスト、プロジェク
ト関連コスト

第1章　序
1943年にFeaigenbaumによって品質コスト概念が提起されてから 1、品質という目には見えない

概念を、コストの問題として認識し、品質に関する問題の解決を戦略的に志向する品質コストマネ
ジメント（Quality Costing）と呼ばれる手法が様々な視座から検討され 2、実務においても世界各国
で適用事例が見られている。品質コストマネジメントを導入・実践することによって、経営者・管

1 Harrington（1999）, p.221.
2 日本において、Quality Costing は「品質原価計算」という訳出をされることが多いが、その内容は伝統的原価
計算に見られる単位原価の計算を志向するものではない。したがって、本稿ではQuality Costingに対して「品
質コストマネジメント」という訳出を行う。
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理者の裁量の及ぶ自発的で管理可能なコストと、裁量の及ばない非自発的で管理不能なコストとの
あいだにトレード・オフ関係が成立することを析出し、前者による後者の間接的な管理・統制が可
能となることが示唆されている 3。これは、PAFアプローチと呼ばれる理論的フレームワークの導
入による効果である。PAFアプローチは、最も知名度の高いフレームワークであり 4、特に欧米に
あっては、PAF アプローチは品質コストそのものと考えられてきた 5。このため、品質コストマネ
ジメントはその理論的フレームワークをPAFアプローチに依拠することが大半であるが、イギリ
スにはプロセスコストモデルという異なるフレームワークが存在する。しかし、イギリス国内にお
ける、その理論的な発展過程については、未だ研究途上にあり、特にPAFアプローチからプロセ
スコストモデルに至った展開がまだ解明されていない。
そこで本稿は、1980年代におけるイギリスの品質コストマネジメントの展開に対する視座を提
供するために、1980年代初頭にイギリスの公的機関である国家経済開発局（the National Economic 
Development Office：略称NEDO）を中心に、圧力容器・配管の製造業者4社に行った品質コスト
マネジメントの試験的研究を俎上に載せ、その1983年 9月刊行の報告書を分析・検討する。この
事例には、1981年刊行の旧版のBS6143が使用されており、試験適用時に大きな変更が加えられ、
最終的に規格の見直しが提言されている。試験的研究の時期は明記されていないが、報告書の刊行
時期より、少なくとも1980年代初頭にこのプロジェクトが実施されていることがわかる。本稿は、
これまで先行研究の対象とされて来なかったイギリスの公的機関によるプロジェクトを対象とする
ことで、1980年代にイギリス国内でどのような視座があり、そのような考え方をしていたのかに
ついて、その一端を明らかにすることを企図している。

第2章　本研究の背景と意義
2-1　品質コストとPAFアプローチ
本研究の背景として、品質コストマネジメントの史的展開を紹介する。品質コスト概念の提起は
1943年であり6、1951年にはJuranによって品質管理のコストと欠陥品に起因するロスの間のトレー
ドオフ関係が明示されている 7。この関係性から、Masserは、1957年に、品質管理のコストである
予防コスト・評価コストと、欠陥品に起因するロスである失敗コストによる品質コストの 3分類を
推奨した8。その後、1961年にFeigenbaumが、製造業を対象に、失敗コストを内部失敗コストと外
部失敗コストに分けた 4分類を提言し 9、この 4分類が米国品質管理協会（American Society for 

3 浦田（2011）, p.164.
4 Atkinson et al.（2011）, p.293.
5 伊藤（2005）, p.226.
6 Harrington（1999）, p.221.
7 Juran（1951）, pp.7‒9. 
8 Masser（1957）, p.5.
9 Feigenbaum（1961）, pp.86‒89., 日立製作所訳（1966）, pp.76‒79。
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Quality Control：略称 ASQC）の刊行誌によって世界中に伝播する過程で、予防（Prevention）・
評価（Appraisal）・失敗（Failure）の頭文字からPAFアプローチという名称が一般化した。その
ため、品質コストとPAFアプローチは基本的に同一視されており、特にアメリカや日本では、先
行研究や実務事例の大半がこのアプローチに依拠したものになっている。
Feigenbaumによる品質コストの 4分類は図表 1の通りである。品質水準を計画し不良発生を未
然に防ぐ予防コストと、設定された品質水準を維持しているか確認するための検査・試験に関連す
る評価コストの 2つと、社内で生じた品質失敗に起因する失費である内部失敗コストと、顧客の手
に製品が渡った後で品質失敗が起こり生じた失費である外部失敗コストの 2つが、トレードオフ関
係にある。Feigenbaumは、予防コストの増加によって、品質不良が減少し、失敗コストが減少す
るのと同時に、予防コストの増加によって検査や試験の必要性が低下することで、評価コストをも
減少させ、最終的に品質コスト総額が減少するという考えを持っていた 10。しかし、品質コストは
工程管理の指標という認識に過ぎず、製造部門による短期的かつ局所的な運用を志向していた。
1970年台の後半から1980年台にかけて、長期的・全社的な適用により品質コストの継続的な低

減が可能であり、その実現のために品質管理部門よりも会計部門が品質コストマネジメントを担う
ように議論が行われた 11。その後1990年代にかけて、品質コストマネジメントは主に管理会計分野
における研究が盛況になり、同時に実務適用事例も世界中で見られるようになった12。1980年代は、
品質コストに対して大きな注目が集まっていた時代だったと言える。

図表1　1961年のFeigenbaumによる品質コスト4分類
予防コスト 評価コスト 内部失敗コスト 外部失敗コスト

品質管理
工程管理
品質管理部門以外の職務
による品質管理
品質情報を提供する設備
の設計と開発
品質訓練
その他の予防支出

購入材料の試験と検査
研究所による受入試験
研究所その他の測定サー
ビス
検査
試験
点検作業
試験や検査の準備作業
試験や検査用の資材
品質監査
外部機関による認証
試験・検査装置の保守お
よび較正
出荷前の再試験または再
点検
納入先での試験

スクラップ
再加工
資材調達
工場との技術交渉

苦情処理
製品サービス

（出所：Feigenbaum（1961）, pp.86‒99.より筆者作成。）

10 Feigenbaum（1961）, p.85., 日立製作所訳（1966）, p.76。
11 Crosby（1979）, p.135., Roth and morse（1983）, p.52.
12 品質コストの適用範囲拡大に関しては、拙稿（2013）を参照されたい。
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2-2　イギリスにおけるガイドラインの展開
イギリスにおける品質コストは、アメリカの影響を強く受けていると考えられる。英国規格協会

（British Standards Institution: 略称BSI）により、1972年刊行の品質保証に関するガイドラインで
あるBS4891において、品質コストの概要が紹介されている。その後、1981年刊行のBS6143 “Guide 
to determination and use of quality related costs” では、PAFアプローチが詳細に紹介されている。
図表 2は、BS6143における品質コストの 4分類であり、これは村田他（1997）によって、1961年
のFeigenbaumの品質コスト分類と同じであることが確認されている13。1961年のFeigenbaumの4
分類をASQCが採用し、世界中に伝播していた影響を大きく受けたものと考えられる。また、1981
年当時のイギリスは、少なくともガイドラインの上では、製造業を対象としており、短期的かつ局
所的な品質コストの運用を志向していたことがわかる。
その後、イギリスは、理論的な展開において独自性を見せる。1990年から1992年にかけて、BSI

はBS6143を改定した。1990年に刊行された、PAFアプローチの新しいガイドラインである
BS6143Part2 は、図表 2に対して「販売の損失分」が外部失敗コストとして、品質失敗に起因する
生産施設の「遊休時間に起因するコスト」が内部失敗コストとして追加された14。これらは、品質と
企業利益の関連性に着目した項目であり、ここから1980年代に管理会計の論点として議論されてい
た、長期的かつ全社的な品質コストマネジメントの影響があったことがわかる。さらに、1981年の
旧BS6143より、品質コストの適用範囲が拡大しフォワード化の動きを見せている特徴を持つ。さら
に、1992年には、BS6143Part1 という名称で、プロセスコストモデルというイギリス独自のフレー

13 村田他（1997）, 55‒56, 58‒59頁。
14 BS6143Part2 （1990）, p.9.

図表２　1981年のBS6143による品質コスト項目
予防コスト 評価コスト 内部失敗コスト 外部失敗コスト

A1.品質計画
A2.品質計測および管理
機器の設計・開発
A3.品質保証以外の機能
による品質計画
A4.品質評価目的のため
の製造機器の校正と保全
A5.品質管理用試験・検
査機器の校正と保全
A6.供給業者の品質保証
A7.品質訓練
A8.監理・監査・改善

B1.受入試験
B2.検査と試験
B3.工程間検査
B4.検査・試験の準備
B5.検査・試験の資材
B6.製品品質監査
B7.試験・検査データの
審査
B8.実地試験
B9.内部試験
B10.外部在庫及び補給品
の評価
B11.試験、検査に関する
報告資料の作成など

C1.スクラップ
C2.再加工・修理
C3.トラブルシューティング
または欠陥・故障の解析
C4.再検査・再試験
C5.廃却と再加工
C6.変更許可と承認
C7.格下げ

D1.苦情処理
D2.製品あるいは顧客
サービス
D3.不合格製品の返品と
回収
D4.返品修理
D5.保証交換

（出所：BS6143 （1981）, pp.10‒14.より筆者作成。
表中のアルファベット・数字はBS6143のAppendix Aの表記に準じる。）
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ムワークに関するガイドラインが刊行された。これは、PAFアプローチではなく、旧来のBS6143
とは異なる理論であり、適用業種として非製造業を想定しており、実際に適用事例も存在する15。
イギリスにおいて、品質コストが理論的に独自の展開をした点は興味深い一方で、これらの独自
の理論的フレームワークが誕生するに至った1990年代前半のガイドライン改定が、どのようなプ
ロセスで、どの人物が主導して行われたのかなど、詳細な情報は公表されていない。しかし、1980
年代に、旧来のガイドラインである1981年版BS6143の改定に向けた動きがあったことは間違いな
い。そこで、本研究は1980年代の公的機関による品質コスト適用プロジェクトの検討を通じて、
この議論に対する視座を提供することを企図している。先行研究において、イギリス国内の品質コ
スト適用事例は実務における適用事例を対象としたものがほとんどであり、これまでは公的機関に
よる試験的プロジェクトが俎上に載ることはなかった。実際に、本稿で取り上げる事例は、最終的
にBS6143を含めた英国規格の見直しを提言している。ここに本研究の意義が存在する。また、こ
れまで対象とされていなかった公的機関による品質コスト適用事例を明らかにするという意味にお
いても、先行研究に対する貢献として指摘することが可能である。

第3章　事例
3-1　システムコストとプロジェクト関連コスト
本稿における事例は、1980年代後半にNEDOと、その上部組織である、産業別に設置される経
済開発委員会（Economic Development Committees：略称EDCs）の一つである加工工場EDC
（Process Plant EDC）によって行われた、圧力容器・配管の製造業者を対象とする、品質コスト
適用の試験的研究である。1983年 9月に報告書が出されており、クランフィールド工科大学のE.M. 
Moyes氏とJ.H. Rogerson氏がプロジェクトを主導したと記されている 16。この両名に対し、Davy 
McKee International社のL. Ashworth氏を委員長とする、15名の実務家で構成される加工工場
EDCのサブグループが協力している 17。15名の中には、産業省からの1名、NEDOからの 2名が含
まれている。研究期間は4ヶ月間と記されているが18、予備的研究の有無や、実際の調査時期につい
ては記述がない。しかし、報告書中にBS6143についての記述だけでなく19、圧力容器が1982年刊行
のBS5550に準拠して製造されたという記述があることから20、少なくとも1982年から1983年9月ま
での間の 4ヶ月だったことがわかる。これは、品質コストのガイドラインとして、1981年版
BS6143が刊行されたばかりの時期である。

15 プロセスコストモデルについては、拙稿（2014）を参照されたい。
16 Process Plant EDC（1983）, p.i, iv.
17 Ibid., p.23.
18 Ibid., p.1.
19 Ibid., p.4.
20 Ibid., pp.2‒3.
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この試験的研究の目的について、以下3点が記されている 21。

1．品質コストを可能な限り定量化すること
2．品質コストが、顧客による決定に起因するかどうかを特定すること
3．製品品質と品質保証を損なうことなく品質コストを最小化するための提案を行うこと

2つ目の目的については、この産業が製造する圧力容器や配管は、顧客の注文による受注生産とし
ての側面が強いため、その特殊加工などによって生じたコストと、自社によるコストを区別したい
という考えに基づくものだと考えられる。これは、後述する顧客からの過剰品質の要求が関連して
いる。
試験的研究は、イギリス国内の 4社による 6つのプロジェクトに対して行われた。図表 3は、調
査対象となったプロジェクトの詳細を示している。B社とC社に関しては、2つのプロジェクトを
調査対象にしているため、報告書中の表記に倣い（a）と（b）で区別している。これらを対象に
した品質コストに関するデータの収集は、スタッフへのインタビューと、生産・検査記録の分析に
基づき、多角的に見積もられたと記されている 22。
本事例の特徴の一つに、品質コスト分類を独自のものとする判断をしたことが挙げられる。報告
書では、1981年版BS6143で採用されている予防コスト・評価コスト・内部失敗コスト・外部失敗
コストの4分類について、品質コストが多数の類似項目にわたって平均化できる場合や、大量生産・
バッチ生産といった場合に価値があるものだと述べている 23。その上で、圧力容器と配管は、顧客
による特定の仕様に合わせて、設計・製造・検査される一点物の構造物であり、品質コストは顧客

21 Ibid., p.1.
22 Ibid., p.2.
23 Ibid., p.4.

図表3　調査対象プロジェクトの詳細

A社
B社 C社

D社
（a） （b） （a） （b）

従業員（人数） 125 約600 1,063 110

年間売上高（£） 2,000,000 10,000,000～12,000,000 記載なし 3,000,000

調査対象 カーボンマン
ガン鋼容器

ステンレス鋼
容器

3個の炭素鋼
熱交換器

炭素・マンガンシ
リコン容器

31個のステン
レス鋼製容器

プロセスモ
ジュールと配管

厚さ（mm） 41 13 18‒31 51 6‒70 51‒406
（出所：Process Plant EDC （1983）, pp.2‒4.より筆者作成。）
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の仕様とその解釈によって影響されるものだと述べ24、4分類を採用せず、独自の分類を構築する理
由にしている。
圧力容器と配管によって外部失敗コストが生じる場合、つまり製品が顧客のもとに届いてから品

質失敗が明らかになり、プラントの停止や試運転の遅れといった重大な影響を与えるケースについ
て、そのようなことが生じないように顧客が品質保証を求め、品質保証のスキームを課していると
述べている25。このスキームとは、英国圧力容器保証委員会（The Pressure Vessel Quality Assurance 
Board: 略称PVQAB）によるPVQABスキーム（The PVQAB scheme）を指す。これは、スキー
ムの認可を受けた製造業者が、品質保証システムの運用ガイドラインであるBS5750を準拠して製
造されたことを示す物であり、PVQABが承認した検査機関からの証明によって、その管理規律の
適用をPVQABが監視していることを明示する物である26。もし外部失敗コストが発生した場合は、
製品自体の価値と同程度の大きさになる可能性があるとして、外部失敗コストは品質コストの分類
に含めないと述べている 27。
試験的研究では、「システムコスト」と「プロジェクト関連コスト」という独自の分類を用いて
いる。システムコストは、製造業者の規模、管理および技術のレベルによって決定されるコストで
あり、品質システムやマニュアルのメンテナンス、内部監査、PVQABなどの認証の取得のコスト
や、品質関連活動の教育訓練、検査機器のメンテナンスと校正にかかるコストが含まれる 28。PAF
アプローチの視点から見ると、予防コスト項目の一部と評価コスト項目の一部で構成されている。
プロジェクト関連コストは顧客の注文により影響されるコストであり、顧客による監査や供給業者
による監査、買取品の検品・管理、特殊な手順の作成と承認、オペレーターの特別認可、品質工学
にかかるコストの他に、妥当性確認のための検査、修理と修正、待機時間によるコストや、追加の
顧客負担コストといった「品質設計に関連する事務部門およびエンジニアリング部門の業務」によ
るコストが含まれる 29。このコストの一部に、修理と修正、待機時間といった内部失敗コスト項目
が入っている。システムコストとプロジェクト関連コストの区別には、先述の目的の 2つ目が関係
していると考えられる。つまり、顧客からの注文内容によって影響されるプロジェクト関連コスト
の中で、追加の顧客負担コストを明確化したいという意図であろう。これらのコスト項目の詳細に
ついては、後述の図表 4～7で示す。

24 Ibid., p.5.
25 Ibid., p.5.
26 Ibid., p.iv.
27 Ibid., p.5.
28 Ibid., p.5.
29 Ibid., p.5.
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3-2　品質コストの確認と測定
図表 4～7は、当該事例において確認されたA～D社の品質コストである。図表 4～7にはシス

テムコストとプロジェクト関連コストが区別されており、先述の通り後者は顧客との契約によって
左右されるコストである。図表 4より、A社は妥当性確認のための検査に多額のコストがかかって
いることがわかる。図表 5より、B社は、PVQABスキームによる品質コスト測定結果と、そのス
キームを採用しない複数検査に依拠した品質コスト測定結果の両方が出ており、PVQABを採用し
た方が品質コストを低く抑えられている。PVQABは検査だけでなく品質保証ガイドラインの適用
も含まれていることが影響していると考えられる。また、報告書にはPVQABスキームの契約期間
が6ヶ月なのに対して、複数検査は3ヶ月であると記されており30、倍の期間をかけた分効果が生じ
たとも考えられる。図表 6より、C社は複数の検査期間による品質コストが高額になっているが、
これは複数検査の契約が複雑であったためだと述べられている 31。また、C社は唯一「追加の顧客負
担コスト」として、顧客の複雑な注文によって生じたコストを顧客に転嫁するための項目が見られ
る。これは、先述の目的 2によるものであると考えられる。D社は、顧客との契約が監査を伴わな
い「非常に簡単なもの 32」であったために、全体的な品質コストが他社に比べ低くなっている。

30 Ibid., p.10.
31 Ibid., p.12.
32 Ibid., p.14.
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図表4　A社の品質コスト

活動 タスク
時間

（人時）

コスト
（£10/1
時間）

請求
コスト
（£）

コスト
合計
（£）

システムコスト
品質開発の基本的なコスト、品質
システムの維持、教育、その他

7‒29 70‒290 70‒290

プロジェクト関連コスト

1 顧客による監査
1回の監査で製造業者の人員が費
やした時間

4‒12 40‒120 40‒120

2 供給業者による監査 （契約上不要） － － －
3 買取品の検品・管理 認証の識別・確認 36 360 360

4 特殊な手順の作成と承認

溶接手順

1850
　テストプレートの製造 100 1000
　機械的試験 850
　X線撮影 8

5 オペレーターの特別認可 （不要） － －

6 品質工学
初期設計案の予約会 20 200
検査会 250

7 妥当性確認のための検査

内部検査 18‒58 180‒580

3663‒4063

製造テストプレート 40 400
試験板の機械的試験 1015
試験板のX線撮影 11
MPIテスト 50
放射線写真撮影 1344
超音波検査 183
静圧試験 48 480

8 修理と修正
溶接修理 133 1330

1436
再放射線写真撮影 106

9 待機時間 検査のための待機 120 1200 1200
合計 8807‒9267

（出所：Process Plant EDC （1983）, pp.8‒9.より筆者作成。）
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図表5　B社の品質コスト

活動 タスク
時間

（人時）
PVQAB

時間
（人時）
複数検査

システムコスト 検査待ち 75 113
プロジェクト関連コスト
1 顧客による監査 －

2 供給業者による監査
契約上不要
過去に監査済

3 買取品の検品・管理 原材料の確認 12 36
4 特殊な手順の作成と承認 テストピースの製作と機械的試験 65.5 524.6
5 オペレーターの特別認可 4に含まれる

6 品質工学
製作前の打ち合わせ、その他社内打ち合わせ、
仕様書の検討、仕入れ、溶接加工

100‒260 110‒270

7 妥当性確認のための検査

内部検査 710 728
X線撮影 145.4 227.3
MPI/染料ペン 115.8 90.5
真空試験 － 8.0
硬度試験 － 2.0
超音波試験 1.5 17.0

8 修理と修正
溶接修理 95.3 44.2
再放射線写真撮影 48.4 30.2

9 待機時間 検査のための待機 なし 50
合計時間 1369‒1539 1930‒2090

（出所：Process Plant EDC （1983）, p.11.より筆者作成。）
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図表6　C社の品質コスト

活動 タスク
単独の検査機関 複数の検査機関
時間

（人時）
コスト
（£）

時間
（人時）

コスト
（£）

システムコスト 契約エンジニアリング 416 5824 5200 72800
プロジェクト関連コスト
1 顧客による監査 － － 80 5000
2 供給業者による監査 － － 1に含まれる
3 買取品の検品・管理 6に含まれる

4 特殊な手順の作成と承認

溶接 150 1625 122 1251
非破壊検査 5 71
熱処理 1 14
冶金サービス 82 1148 538 7532

5 オペレーターの特別認可 4に含まれる

6 品質工学
設計図、購買、開発、生産、企画、
工程仕様書、ソース検査、商品入庫

1600 2065 28078

会議 1000

7 妥当性確認のための検査

内部検査 140 1960 2080‒3328 29120‒46592
非破壊検査 690 8518 4900 54826
油圧試験 1 14 120 3680
そのほかの試験 － － 200 2800

8 修理と修正

溶接修理 2292 997
誘発 1347
非破壊検査 2424
再作業 9772

9 待機時間 検査のための待機 なし 50日間 6000
10 追加の顧客負担コスト － － 2000

合計 25413 220280‒237752
（出所：Process Plant EDC （1983）, p.13.より筆者作成。）
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図表7　D社の品質コスト

活動 タスク
時間

（人時）

コスト
（£10/1
時間）

請求
コスト
（£）

コスト
合計
（£）

システムコスト
品質保証責任者補佐 25 250

300
秘書 5 50

プロジェクト関連コスト
1 顧客による監査 －
2 供給業者による監査 －
3 買取品の検品・管理 材料消耗品の証明書等の確認等 16 160 160

4 特殊な手順の作成と承認

溶接資格のための溶接試験の製作 25 250

490
レントゲン撮影の手順 3 60
衝撃試験と認証 顧客へ請求
溶接試験と認定 10 180

5 オペレーターの特別認可 －

6 品質工学
クライアント・検査機関との打ち
合わせ

8 80 80

7 妥当性確認のための検査
内部検査 54 540

780
放射線写真撮影 4 240

8 修理と修正 なし
9 待機時間 図面の認可 2週間

合計 1810
（出所：Process Plant EDC （1983）, p.15.より筆者作成。）
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品質コストの確認と測定の中で、システムコストを定量化するのが非常に難しいこと、特に品質
システムやマニュアルのメンテナンス、内部監査、PVQABなどの認証の取得のコストや、品質関
連活動の教育訓練、検査機器のメンテナンスと校正にかかるコストが、間接費計上されているよう
な、規模の大きい企業でこれが顕著であることが述べられている 33。また、プロジェクト関連コス
トの中でも、「9. 待機時間」に関して、主要項目であるものの、データが乏しく、正確に測定する
ことができなかったと記されている 34。その他の項目についても、調査中に大まかに見積もること
しかできないコスト項目がいくつか存在したと述べられている 35。
報告書では、当該事例において重要なコスト項目は「妥当性確認のための検査」「特殊な手順の
作成と承認」「修理と修正」「品質工学」「待機時間」の5項目であり、これ以外の項目は影響を与え
ない物であるという認識になっている 36。正確に測定できなかったとされる「待機時間」を「その他」
の項目と合わせ、各項目の割合を示したものが、図表 8であり、各項目の合計が100%になる。最
下行のみ、製造コストに占める品質コスト総額の割合を表している。
品質コスト項目の中で最も大きな割合を占める「妥当性確認のための検査」が増加するケースと
して、報告書では、検査が何度も行われる場合、顧客の仕様書にBS規格で必要とされる以上の追
加検査を求めている場合、仕様書の曖昧さや検査員の知識不足のために解釈に困難がある場合の 3
つを挙げている37。報告書では、これらのケースの対策として、PVQABスキームの更なる活用に加
え、BS規格のガイドラインの不備によって、検査が追加的に発生する事態を避けるために、その
頻度を調査すること、関連する英国規格を改善することを提言している 38。

33 Ibid., p.17.
34 Ibid., p.18.
35 Ibid., p.18.
36 Ibid., p.18.
37 Ibid., p.20.
38 Ibid., p.21.

図表8　事例における主要な品質コスト項目の割合

重要事項
品質関連コストの割合

A社
B社 C社

D社
PVQAB 複数検査 単独検査 複数検査

品質コスト
の構成要素
（計100%）

妥当性確認のための検査 48.5 63.0 51.0 41.0 45.5 43.0
特殊な手順の作成と承認 22.0 4.0 25.0 11.0 3.5 27.0
修理と修正 17.0 9.0 3.5 14.5 5.5 －
品質工学 3.0 17.0 13.0 10.0 12.0 4.5
その他 9.5 7.0 7.5 23.5 33.5 25.5

製造コストに占める
品質関連コスト総額の割合（%）

32.0 7.4 19.8 12.1 28.0 14.0

（出所：Process Plant EDC （1983）, p.15.より筆者作成、一部改。）
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「特殊な手順の作成と承認」は、顧客が特別な要件を課すことで、主に溶接手順をその場で作成
して承認を得る過程で生じるものであり、顧客から課せられたコストであると位置付けている 39。
「修理と修正」も同様に、その一部は顧客に課せられたコストだと述べている 40。報告書は、これら
の対策として英国規格や各種認証規格を製造業者が明確に理解することに加え、顧客が技術的な理
由なくそれらの基準を超える注文をしていないか確認することを挙げている 41。さらに、「特殊な手
順の作成と承認」では、製造業者が各種基準に準じた場合のコストを把握し、顧客からその要求水
準を上回る注文が来た際に、特別案件として追加コストを示すことが求められると述べている 42。
「品質工学」については、報告書は予防活動のコストであると位置づけ、このコストを減らす措置
は逆効果になると述べている 43。
最後に、報告書は、以下3点を推奨している 44。

1． PVQABスキームには潜在的な価値があり、品質関連のコストを最小限に抑え、経済的利益
をもたらすと考えられるため、推奨される

2． 大規模な企業よりも、小規模な企業の方が、「特殊な手順の作成と承認」「妥当性確認のため
の検査」「待機時間」の負担が大きいため、認定制度の価値が大きいと考えられる

3． 加工工場で利用されている英国規格は、その多くに不備があり、余分な検査と認証審査に帰
結するため、その効率性には若干の疑義がある。品質関連コスト削減の観点から、主要な英
国規格の見直しが求められる

3点目に関しては、BS6143だけでなく、加工工場EDCに関連する全ての英国規格を指しているも
のと考えられる。しかし、この報告書において規格の内容にまで言及されていたのはBS6143だけ
であり、そのコスト分類が同業界にとって価値がないとも取れる表現が使われていたことも事実で
ある。
なお、当該事例では、品質コストの確認の後に、金額の大きなコスト項目を個別に分析するにと
どまっている。トレードオフ関係に基づく品質コスト項目間の関係性の比較分析などは行っていな
い。1981年版BS6143にも、比較分析の重要性は記されているが45、報告書においてその点の言及は
なかった。しかし、「製造業者の一部は、品質関連コストの大きさに非常に驚いていた 46」という記

39 Ibid., p.19.
40 Ibid., p.21.
41 Ibid., pp.20‒21.
42 Ibid., p.20.
43 Ibid., p.19.
44 Ibid., p.22.
45 BS 6143 （1981）, p.8.
46 Process Plant EDC（1983）, p.v.
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述があるように、製造コストに占める割合が最大で 3分の 1になるという図表 8の結果は、一定の
影響を与えたようである。

第4章　議論と考察
前章の品質コスト分類は、1981年版BS6143に言及しながら外部失敗コストを採用せず、予防コ
スト・評価コストと内部失敗コストの 3項目の内容を織り込んだ、「システムコスト」と「プロジェ
クト関連コスト」という独自の 2分類になっている。外部失敗コストが発生した場合は、製品自体
の価値と同程度の大きさになる可能性があり、それを防ぐために品質保証活動やPVQABスキーム
を適用しているので、当該コストを確認する必要はないとされた。
PAFアプローチによるトレードオフ関係は、予防・評価コストという自由裁量的なコストによっ
て、内部失敗・外部失敗コストから構成される品質失敗による失費を管理することを間接的に可能
にするものであり、このトレードオフ関係を成立させるためには、コスト項目を網羅した上で分析
を行う必要がある。外部失敗コストを書いた状態では、部分最適に陥る危険性を排除できず、ト
レードオフ関係を効果的に用いることができない恐れがある。
当該事例が外部失敗コストを考慮外としたのは、あくまでもこの試験的研究における品質コスト
の位置付けが、製造部門における位置指標としての役割を出ずに、品質と企業業績の関連性といっ
た全社的観点を持ち合わせておらず、局所的かつ短期的な適用を志向したものに過ぎないという考
え方だったことを指摘できる。当該4社は、顧客の検査要求に応えることで、要求された過剰品質
には対応するが、外部失敗コストを考慮していない、つまり、企業外部で生じた品質失敗には対応
しないということになる。もし、追加検査のコストを顧客に負担させることが可能になれば、当該
4社は、検査コストを外部から調達した上で、品質問題の責任転嫁することが可能になる。このた
め、当該事例における品質コストは、外部失敗以外の金額の確認に終始したものだと考えられる。
本事例に登場する4社に共通しているのは、顧客からPVQABスキームや複数検査による認証試
験を求められる状況にあり、結果として多額の検査コストを品質コストとして計上していることで
ある。さらに、プロジェクトの初期段階から、この原因を顧客による過度な注文にあると決めつけ
ており、技術的な問題が無ければ、認証基準以上の水準にある追加検査などに起因するコストを顧
客負担分にしようと考えていた。1982～83年当時は、この業界において、製造現場における抜き
打ち検査を主体とする品質保証が一般的であり、品質を高めるためには検査の頻度や精度を高める
必要があったと考えられる。過剰品質を満たし、顧客の要望に応えるには、検査コストを追加的に
支出するしか方法がなかった。この状況は、先に述べた、当時の品質コスト実践は製造現場におけ
る局所的かつ短期的な適用を志向したものに過ぎないという指摘とも整合的である。このような状
況だったので、手待時間による失費の重要性を認識しながら、その時間の記録が存在しないなど、
検査に関連していない品質コスト項目のデータの取り扱いが粗雑になっており、いくつかの品質コ
スト項目の測定が不正確な見積もりに至ったのだと考えられる。手待時間は検査ではないため、
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データを管理する必要性がなかったのだと考えられる。
全社的な品質コストの適用による品質の「作り込み」の議論が活発になるのは、1980年台後半

になってからであり、本事例における認識が当時のイギリスで一般的であった可能性が高い。だ
が、本事例における品質コストは、検査費用（評価コスト）を確認する役割に過ぎず、その金額の
大きさによって品質保証活動の管理者に一定のインパクトを与えたに過ぎなかった。

第5章　結
本研究は、イギリスにおける1980年代初頭の加工工場EDCによる品質コストの試験的研究につ

いて検討した。当該事例は、品質コストの理論的フレームワークとして当時も支配的だったPAF
アプローチの 4分類について、受注生産の性質が強い圧力容器・配管の製造には適さないという理
由から採用せず、「システムコスト」と「プロジェクト関連コスト」という独自の 2分類で品質コ
ストの確認・測定を進めていた。この 2つのコストは、PAFアプローチの「外部失敗コスト」が
組み込まれておらず、あくまで製造現場の品質保証活動の成果として品質コストの金額を確認する
という形に留まる運用をされていた。ここから、少なくとも1980年代初頭、同業界におけるイギ
リスの品質コストは、製造現場における局所的かつ短期的な適用を志向したものに過ぎないという
考え方が支配的だった可能性が高い。また、同業界は、製造現場における抜き打ち検査を主体とす
る品質保証活動を主としており、高品質の達成のためには、検査の頻度や精度を高めるための「評
価コスト」が必要だった。こうして測定された品質コストの金額は、評価コストの確認を主な役割
とし、コスト項目問の分析が行われず、その効果を最大限に発揮することができなかった。
本稿は、圧力容器・配管の製造業者による公的な業界団体の試験的研究だけを議論の対象として

おり、本研究で示した視座が、同時期の異業種の団体や、その時期のイギリス国内の企業・組織な
どと共通点を持つのか、あるいは相違点を持つのかについて、さらなる検討が必要である。また、
BS6143が刊行してすぐの段階でありながら、当時の同産業にとって使いにくいという判断をされ、
品質関連コスト削減の観点から、規格の見直しが必要であるという提言をされていることは注目す
べきである。本事例が、公的機関のプロジェクトとして、後の英国規格改定といった理論的な展開
に与えた影響については、今後の研究課題としたい。
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